






















































しては、拙著『近代国家と市民権・市民的権利』第 1章第 3節第 3項（信山社　2016）。
4　https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/STATUTE-66/pdf/STATUTE-66-Pg163.pdf#page=73
5 　なお連邦議会は2012年にこの居住期間を、少なくとも 5年間、そのうちの 2年間を14歳
を超えてから、とするように緩和している。
6　米国の移民国籍法上プエルトリコは、米国の一部であり、そこで出生した者は、生来的



















主張できるか  9、本件についてどのような審査基準を適用するか 10等の論点もある
が、本稿では、合衆国市民権の承継に関する男女間の条件の相異と差別の論点と、
当該論点から生じる問題に対する対応の論点について検討することとし、判旨も以
下の通り関連部分を紹介する  11， 12。
7 　ただし当時ドミニカ共和国は、米国の施政下にあり、このことから被上告人は、父の合
衆国市民権を承継している、と控訴審で主張した。
8　Luis Ramon Morales-Santana v. Lynch, 804 F. 3d 520 (2015).
9 　137 S. Ct. 1688.










































































































































14　523 U.S. 420 (1998).









































































































































































る差別にあたるかが、連邦憲法修正第 5条の Due Process条項との関係で問題とされた。






（ 1 ）	 Miller	v.	Albright 判決

























































































































































































（ 2 ）Nguyen	v.	INS 判決
　2001年連邦最高裁は、Tuan Anh Nguyen v. INS事件 42を扱った。本件では、Miller v. 
Albright事件で扱われた移民国籍法の非嫡出子への合衆国市民権の承継に関する規
















42　533 U.S. 53 (2001).
43　8 U.S.C. A. §1409 (a)．
44　本件に関し、本件原告は1969年に出生していることから、判決でも指摘されているよう
に、1986年に制定された移民国籍法第309条（a）項（8 U.S.C.A.§1409（a））が原告に適用
されるかは原告の選択により（533 U.S. 53, 60）、もし本規定の適用を選択しなかった場合、
本件原告には1986年法以前の法が適用され、本件原告の父が本件原告を嫡出子とし、それ
に基づいて原告が、自らが市民であることを主張すれば、合衆国市民と認められる可能で
あったのではないか、とする指摘がある。David A. Isaacson, Correcting Anomalies in the 
United States Law of Citizenship by Decent, 47 ARIZ. L. REV. 313, 336 (2005).
57
男性合衆国市民を父とする海外で出生した子の市民権取得に関する米国最高裁判例  （松澤）
（Immigration and Naturalization Service: INS）は、これらの犯罪に基づき原告に対す
る強制退去手続を開始した。これに対し原告は自身が合衆国市民である旨を移民不





























































































































　本件判決、1998年のMiller v. Albright判決、2001年の Nguyen v. INS判決では、合






































66　もっとも、そもそもMiller v. Albright判決及び Nguyen v. INS判決で問題とされた要件で
あるならば、男性と女性について異なる扱いをしてよいということはないと思われる。こ
の点に関し、拙著『近代国家と市民権・市民的権利』第 7章第 7節第 2款（信山社　
2016）。
62
筑波法政第73号（2018）
子に承継するのか、あるいはできるのかということは重要である 67。国家が個人か
ら構成される人間の集団であることを踏まえるならば、国家の存立・継続との関係
では、国家を構成する個人が理解・納得できる国家への所属及びその承継のルール
を定めることは、むしろ国家にとって有意義であり、必要であるとも考えられる。
　国籍の得喪の大部分は、個人の意思とは無関係に行われるということが指摘さ
れ  68、また実際上も、出生時の国籍の付与は、出生した子の意思とは関係なく行わ
れることを踏まえると、国籍の大半は個人の意思とは関係なく付与され保有される
と思われる。このような状況を踏まえつつも、可能な限り個人の意思を反映し、公
正な国籍の付与、移動を確保することが国籍法制度の目指すべき方向と考えられ、
その点で本件判決については、一定の評価ができると思われる。
（元筑波大学非常勤講師）
67　この点について子供との関係で、子どもの権利条約 7条は、子どもが国籍を取得する権
利を有する旨規定しており、また、いわゆる女子差別撤廃条約 9条 2項は「締約国は、子
の国籍に関し、女子に対して男子と平等の権利を与える」と定めている。
68　江川英文他『国籍法（第三版）』21頁 （有斐閣 1997）。
